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新型コロナウイルス感染症対応下での教育現場における非常勤講師・兼任講師

への適切な配慮と対応を求めます（呼びかけ） 

 

 現在、大学・高校をはじめとした教育現場では新型コロナウイルス感染症の対応に追われ

ています。この状況のもとで、歴史教育の担い手である非常勤講師・兼任講師に対する十分

な配慮がなされていない恐れがあります。また、待遇の悪化により、生活面で不安を抱える

事態が生じることが懸念されます。 

 この事態を鑑み、日本歴史学協会若手研究者問題特別委員会は、非常勤講師・兼任講師の

方々からこの問題についての意見・要望を募っており、さまざまな回答を寄せていただいて

おります。文部科学省・各教育関係機関には、以下の懸念・不安に対する配慮と適切に対応

するように求めます。 

 

1．新型コロナウイルス感染症への各教育機関の対応が遅滞なく非常勤講師・兼任講師へ連

絡が届くように適切に配慮・対応すること 

 

2．休業期間を含め、本来予定された賃金を保障するように適切に配慮・対応すること 

※文部科学省通知（2020年 3 月 24日付、第 7項目）では非常勤講師の業務体制の維持が求

められています。 

 

3．遠隔授業実施に伴う非常勤講師・兼任講師の負担増加に補助を含めた適切な配慮・対応

を行うこと 

 

4．非常勤講師・兼任講師に対して、就業上の安全衛生対策を適切に配慮・対応すること 

 

5．非常勤講師・兼任講師が新型コロナウイルスに罹患した場合、賃金補償を含めた適切な

配慮・対応を行うこと 

 

2020年 4月 22 日 

日本歴史学協会 

若手研究者問題特別委員会 

 

［以下、4月 30 日以降、一部追補］ 

 

【参考】 

・「キャンペーン：非常勤講師に賃金補償を！」 

 

https://www.mext.go.jp/content/20200324-mxt_kouhou01-000004520_4.pdf
https://www.change.org/p/%E9%9D%9E%E5%B8%B8%E5%8B%A4%E8%AC%9B%E5%B8%AB%E3%81%AB%E8%B3%83%E9%87%91%E8%A3%9C%E5%84%9F%E3%82%92
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・「図書館休館対策プロジェクト」 

 

・（座談会）「新型コロナウイルス感染拡大下の大学教育を考える――問題意識と情報の共有

に向けて」 

 

【日本歴史学協会若手研究者問題特別委員会へ寄せられた意見・要望】 

※4 月 22 日までの受付分、4 月 23日以降受付分は 6 頁以降をご覧ください。 

 

1）文部科学省への要望 

・これは大学を越えた問題ですので、非常勤講師が今後も大学教育に携わり続けられるよう

に、文部科学省が 全大学に、非常勤講師の休業時の賃金補償を要望することが望ましい

と考えます。 

 

・例えば、change.org では、「非常勤講師に賃金保障を！」という署名が行われ、6200 人

以上が賛同しています。その結果を受け発信者の Nakayama Yoshikoさんが、内閣総理大

臣、文部科学大臣、厚生労働大臣に以下の 4 点をまとめた要望を提出するとのことです。

私もこれらの要望に賛同します。 

（１）休業における賃金補償をおこなうこと（予定されていた時期の給与の支払いも求めま

す） 

（２）契約打ち切りに対する制限をおこなうこと（仕事を失った場合の全額補償も求めます） 

（３）遠隔授業対応への手当て 

（４）新型コロナウイルス罹患時（うたがいも含む）の賃金補償 

日歴協も、このような動きに賛同し、各所に要望を出していただけると大変ありがたい

です。 

 

・文部科学省は早急に実態を集約し、一律に毎月三〇万円の援助金を配布するようにもとめ

ます。生活費のみでなく、図書館、大学の利用不可能などの中で研究条件に様々な支障が

出ます。それをふくめた相当の補償がなくては研究条件を維持できないと思います。そも

そも非常勤講師を御願いして教育の一定部分を依存するのがおかしいことですが、少な

くとも、このような手当無しには、研究者としての生き方、そして教育体制も頓挫してし

まいます。 外出自制に協力する以上、相当の補償を求めます。 

 

・すでに準備のため契約時間以上の不払い労働を強いられているのですから、当初契約どお

りの時間分の休業補償は最小限なされなくてはなりません。その上で少なくとも半期後

に再開できるなら、あらためて当初の条件で、あるいは遠隔講義を前提とした条件で再契

約してしかるべきと考えられます。学生には、休業期間中の学費を当然免除すべきである

https://closedlibrarycovid.wixsite.com/website
https://sites.google.com/view/distanciation-sociale/%E5%95%8F%E9%A1%8C%E6%84%8F%E8%AD%98%E3%81%A8%E6%83%85%E5%A0%B1%E3%81%AE%E5%85%B1%E6%9C%89%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6
https://sites.google.com/view/distanciation-sociale/%E5%95%8F%E9%A1%8C%E6%84%8F%E8%AD%98%E3%81%A8%E6%83%85%E5%A0%B1%E3%81%AE%E5%85%B1%E6%9C%89%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%A6
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ことは言うまでもありません。 

 

・カリキュラムおよび教学保証が大学教育の根幹であるなら、教育研究の基盤を提供できな

い以上、中途半端な対処で右往左往するのではなく、少なくとも半期はすべての学年を遅

らせる等、より踏み込んだ対処をまず考えなくてはならないのではないでしょうか。 

 

・文科省がきちんと大学入試の共通試験を少なくとも半年は延期する、大学を再開できるか

どうかは感染症の流行と医療体制の余力をみて半期毎に見直し、科学的な根拠にもとづ

き数ヶ月前には必ず通知するとして、はじめて受験生も親御さんも混乱することなく、小

中高校も安心して休むことができるのです。（その上でさらに在学生とくに新入生、そし

て小中学校の子どもたちへの配慮は欠かせません） 

 

2）文部科学省・経済界・学協会への要望 

・文科省には大学がいま本来の使命を果たせる状況にないことをみとめて、ただでさえ受験

生を不安にさせている共通試験の実施を少なくとも半期は延期すること、経済界には次

年度新卒者の採用にあたり柔軟な対応をとるよう申し入れを行うこと、かつ可能な限り

早期にこれらの決定を表明するように、つよく学協会からの働きかけを求めたいと思い

ます。 

 

3）収入面への不安 

・やはり 1番の心配なのは収入です。各月のコマ数に対して支給してくれる大学では、前期

休講となれば収入が絶たれると思うので、不安です。 

 

・最も不安に感じているのは賃金に関することです。多くの大学では 4 月に授業が開講さ

れないなど、授業期間が通常の年度よりも短縮されています。また、今後状況が悪化すれ

ば、5 月以降も休講が続く大学が出てくる可能性も考えられます。そのような場合に、休

講期間の賃金が出るかどうかは、専業非常勤講師にとっては死活問題になります。非常勤

講師の賃金は低く、貯蓄をすることも難しいため、収入が途切れる月が出ると、短期間で

も生活が維持できなくなる講師は少なくないと思われます。 

 

4）遠隔授業対応への不安 

・ウェブ講義ないしは録画で対応して欲しいとなったときに、手元の機材で間に合うのかど

うか、間に合わなかった際に大学側が補助してくれるのか。 

 

・ライブで講義をする場合、もし技術的なトラブルが発生した場合、どのようなサポートを

してもらえるのかがわからない。事務も在宅勤務になっており、その点が不安。 
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・自宅からの配信に耐えられる PCとネット環境が無い場合、大学まで行って対応せざるを

えないが、研究室の無い非常勤の場合、どこで配信や録音録画などをすればよいのかわか

らない。また、緊急事態宣言の中でも大学に行かざるをえなくなる可能性がある。 

 

・いま無理矢理すべての講義をオンライン化してのりきれると考えるのは、絶対に間違えて

います。そもそも非常勤当該および学生全員の通信条件、それに各大学の情報機器および

通信インフラのキャパシティとコストを、きちんと見込んでいるとは思えません。 

 

・いま専任の先生方の相当数が、おそらくは春休み中の会議経験から、これまでの対面方式

の講義を遠隔会議システム等の動画による双方向通信で代替する用意をされているよう

に見受けられます。このままでは、5 月に東西の主たる大学が一斉に大講義をはじめると

き、インターネットの国内トラフィックはかつてない規模に増大しても不思議ではあり

ません。これほどまで大規模な移行をテストもなしに実施するのは、通常では考えられな

い無謀なことです。 

 事実、早速 4 月初旬に新学期をはじめた東京大学や立命館大学では、定員の相当数がア

クセスしただけで認証システム等の処理能力を超えたことが報道されました。認証シス

テムが動かなければ、受講登録・出欠・成績その他の連動した教学システムも信頼できな

いばかりか、学籍メールでさえ即時性・確実性を担保することはできません。また NII 提

供の学認シボレスが動いていても、各大学で一元化された認証サーバそのものが応答し

なければ、eduroam でさえ利用できません。また、ボトルネックは学内システムだけの問

題ではないのです。 

 国内バックボーンのキャパシティが限界に至るとき、いうまでもなく各所で通信障害

が頻発するのみならず、大手通信キャリアはまず格安 MVNO事業者等への割当帯域から削

減する可能性がたかく、支払える価格による通信格差が露呈するに違いありません。大な

り小なり必ず、教育の機会均等に反する帰結を招くことになります。 

 

5）連絡の遅れ、不備への不安 

・どうしても非常勤への連絡は遅くなってしまうようで、大学によっては先行きがなかなか

見えてこない 

 

・どの大学もそうですが、とくに国立教育大学は対面方式にこだわる点も理解できなくはな

いものの、非常勤講師への通知は五月雨式で度重なる状況判断の変化に翻弄されていま

す。また学生に対する配慮の点から考えても、現在実質的に大学の機能を喪失したまま、

無理な再開に踏み切るのはよくないと感じています。 
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6）不利益変更の恐れ 

・非常勤講師には、急遽シラバスの書き換え等の対処を求められています。これらは大学に

より半年から数ヶ月前には提出済みで、勤務場所・実施方法とも契約済の労働条件の一方

的な不利益変更に他なりません。しかも遠隔講義を前提として講義計画を書きなおすこ

とは、一から講義を作りなおす（一冊の教科書を書き下ろす）ことに相当します。 

 

7）研究・教育施設の利用についての不安 

・ついに国会図書館まで遠隔複写サービスの受付を停止しました。特任講師としての所属大

学では、まだ学内者向けの貸出のみ配慮してくれていますが、事実上すべての図書館が機

能停止、緊急事態宣言に基づく休業要請の行われた自治体では、入構規制がしかれ構内で

の研究活動を制限、実験系にも不可欠な機器設備さえ利用できない事態になっています。 

 

8）その他 

・今回、若手研究者問題についての意見集約ということで、私も少しばかり意見発信したい

と思いました。 

 私はすでに非常勤講師を 16 年ほどやっています。親から引き継いだ事業の他に臨時の

講師アルバイトの経験もありますが、年数を重ねた割には日々の雑用に忙殺され、研究時

間の確保は難しい状態です。いずれの職も労力の割には収入が少なく、海外への渡航資金

が捻出できない状態です。さらに家庭を築くことも難しい状態です。私の大学院時代に、

博士課程を目指す他大学の研究候補生たちと交流したことがありますが、彼らのほとん

どが生活基盤の確立に難儀しているということでした。そこで親しくしていた人は、研究

者としての道に見切りをつけて、民間企業の雑用係のような仕事に就いたと話していま

した。 

 今回の新型コロナウイルスの対応では、多くの研究者を目指す若手の方には、収入源の

ご心配があるかと思います。私のようにこれだけ長く研究者としての安定基盤を目指し

てがんばってきたつもりですが、その活動はいまだに報われてはいません。その原因には、

社会全体が研究活動に無理解であり、さらに歴史学は理系研究と異なるため、企業利益に

も直結しないこともあり、今後、一層難しさを増すかと思われます。最近まで知人にも若

手の研究者がいましたが、当人は収入源が得られないことから研究者の道を断念し、ひと

まずは公務員などの仕事に就いたとの連絡をもらっています。 

 これから研究者を目指す人は、研究だけで生活していくのは難しいので、民間企業への

就職が妥当ではないかと思われます。非常勤講師が今回のコロナウイルスの件で多くの

人が雇止めにあっていると聞きます。ここまで続けられてきた自分は、兼業で持ちこたえ

たので、まだ幸運な方だったと思います。現況を見るにつけ、日本の学術研究は崩壊に向

かっているのではないかと思われます。研究に行き詰まり、自殺者も出るような情勢です。

本当の地獄が来る前に、研究者各自の生活基盤の安定策を優先することをお勧めします。 
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＊ ＊ ＊ 

 

【日本歴史学協会若手研究者問題特別委員会へ寄せられた意見・要望】 

※4 月 23 日～5 月 13 日受付分（丸カッコ内の日付は受付日ではなくウェブサイト更新日）。 

 5 月 13 日以降の受付分については新しい更新日順に整理したこちら大学・高専【PDF 版】、

中高ほか【PDF 版】をご覧ください。 

意見・要望を引き続き受け付けます。こちらのリンク先よりご投稿ください。 

 

 

I 大学非常勤講師・兼任講師 

 

文科省・政府への意見・要望 

学校運営に関すること 

 

・運営交付金・私学助成を増やしてほしい。自宅にネット環境がない学生の学ぶ権利を確保

したり、図書館の代替措置としての電子ジャーナル、LMSの強化等から、とにかく設備投

資が必要とされています。教育機関へお金をかけて下さい。（4/23） 

 

大学への意見・要望 

教育環境等に関すること 

 

・授業開始にあたり、受講生がどの程度オンライン授業を受けられ、通信環境や印刷環境が

整っているかを知らされていないため、円滑に実施できない。事前に大学側が調査するな

どの対応をお願いしたい。（4/23） 

 

・自分の研究室もなく、図書館が使えず調べものもできない。（4/23） 

 

・学生にレポートを書かせる為に図書館を使ってもらうことができません。電子ジャーナル

等の契約を増やしてほしい。（4/23） 

 

・非常勤講師を何校も掛け持ちしているが、学校ごとに使っているシステムが異なったり、

望まれるオンライン講義の方法が異なっていたりと対応に苦労している。（5/6） 

 

生活基盤に関すること 

・大学図書館や地域の公共図書館が閉まっている為、授業準備の為に資料を集めることがで

http://www.nichirekikyo.com/young_researchers/covid19_opinion_univ.pdf
http://www.nichirekikyo.com/young_researchers/covid19_opinion_highschool_etc.pdf
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSfwKHyJXa8TGOETp8Yjufz7alHaiOXbaL43PpRaIdNhWK2k2Q/viewform
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きません。資料を自分で購入することになる為、教材費として、給与とは別に手当をつけ

てほしい（4/23） 

 

・今後、教養系の科目が専任教員のオンライン講義でこと足りるとして、非常勤のカットと

いう流れにならないか危惧している。（4/23） 

 

・授業準備に割く時間が大幅に増加しており、さらに講義用に揃えなければならない機器を

考えると、今の非常勤の給料では割に合わない。何らかの特別手当がほしい。（5/6） 

 

大学、文科省・政府への意見・要望 

教育環境等、学校運営に関すること 

 

・オンライン授業の方針もシステムも大学ごとに異なるため、非常に難儀しています。本務

校のシステムにだけ慣れればよい専任教員と、各大学のシステムに対応しなければなら

ない非常勤講師と、どちらが「ハードモード」か、すぐに分かるかと思います。さらに言

えば、そのハードモードをクリアしたところで、得られる報酬は専任教員の数分の一。「無

理ゲー」にも程があります。（4/23） 

 

生活基盤、学校運営に関すること 

 

・オンライン授業の実施により、その準備のために多くの時間を費やしているにもかかわら

ず、非常勤講師の手当（謝金や給与）を減額する動きがみられるが、従来通りの金額を支

給するよう求めます。（5/13） 

 

大学、学会・学界への意見・要望 

教育環境等に関すること 

 

・休校・図書館利用停止・キャンパス閉鎖という事態において、図書、論文誌、報告書等へ

のアクセスがきわめて制限される状態です。学生の教育に甚大な影響を与えることは間

違いありません。史資料のオープン化（オープンアクセス、オープンデータ）への取り組

みがきわめて不十分であったことを受け止め、現状および今後への対応のために真摯に

議論し、速やかに対策を提言してください。（4/23） 

 

II 高校非常勤講師・兼任講師 

 

文科省・政府への意見・要望 
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教育・環境等、学校運営に関すること 

・GW 以降、学力や学習範囲などで地域差、さらに言えば大学入試などに支障のないよう、

全国規模で均一的な対策をお願いしたく思います。（4/23） 

 

文科省・政府、高校への意見・要望 

生活基盤に関すること 

・コロナの休校により、給与が 6割支給になった。／中小企業の雇用助成金に従って、9 割

支給にする。または、住民税、国民健康保険料、年金を払って、6 割が終わってしまい、

生活ができないため、税金の減免措置を願いたい。（4/23） 

 

・愛知県では、今年度から非常勤講師の給与が「月額制」から「時給制」に変わり、授業実

績と準備等（約 3 コマあたり 1 時間）に対し給料が支払われる形となった。今般の休校で

授業がないのでどうなるかと思ったが、とりあえず「研修」や「在宅勤務」という名目で

給料は出ることとなった。／そもそも月額制に戻すべきと考えるが、今後、「財政難」や

「授業実績がないのに給与を支払うのは県民の理解を得られない」などと理由を付けて

「授業実績のみ」に改悪されないか非常に心配。（4/23） 

 

III 高校・大学に共通する意見・要望 

学校運営、生活基盤に関すること 

・今後、世間から「大学叩き」・「公務員（含む教員）叩き」が生まれ→種々の予算・補助

削減→そのあおりを非常勤講師が受ける、ということを危惧する。（4/23） 


